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７章 伝統的工芸品産業の数量化を用いた問題解決手法について 

 

１節 はじめに 

 

 2017年３月に伝統みらい研究センターは，13年間活動した柿右衛門様式陶芸研究センタ

ーから新たに地域産業研究部門と柿右衛門研究部門の２部門で再スタートを切った． 

 この地域産業研究部門の研究活動では，九州の伝統的工芸品産業を調査し，問題を抽出，

マーケティング，ブランディング，販売促進など様々な専門的観点から多角的に検討を行

い，商品開発，販売戦略などを含む伝統的工芸品の再生発展のための戦略を構築し，長期

的な支援の実施．さらに，得られた情報や知見等を蓄積し，地域産業全般の課題に対応す

るシンクタンクとして役割を果たすことを目標としている（図１-１）． 

 

図１-１．伝統未来研究センター２部門の目標（設立の発表資料から2017.3） 

 

 

 本章では，今後予定している九州地区の伝統的工芸品のアンケート調査や現地調査から

得られたデータを利用して問題解決を行うというシンクタンク機能の一つである問題解決

のアプローチ手法について論じる． 

 

２節 九州の伝統的工芸品産業 

 

 伝統みらい研究センターの研究対象は九州の伝統的工芸品産業である．九州には福岡県

から鹿児島県まで伝統的工芸品産業として国から指定されたものが21品目あり（図２-１），

地域を代表する産品となっている． 
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図２-1．九州の伝統的工芸品産業（九州の21品目）と伝統工芸の定義 

 

 

 本章研究の実施にあたり2017年に九州経済産業局と佐賀県庁で伝統的工芸品産業につい

ての資料の有無についてヒアリングを行った結果， 

（１）九州経済産業局では伝統工芸品産業自体の製造出荷額，企業数などについてのデー

タは把握していない． 

（２）佐賀県について，工業統計等は実施しているが伝統的な産業に関する調査やデータ

は把握していない． 

（３）伝統的工芸品の情報については組合等に聞く場合が多いが，会員以外の情報は入手

できない． 

 つまり，他の県もほぼ同様な状況にあり伝統工芸についての情報を把握している組織は

ないということが理解できる．伝統工芸は企業規模も零細企業が多く実態を把握すること

は難しいというのが現状のようである．さらに，全国の伝統的工芸品の生産額・企業数・

従業員数の推移（図２-２）から見て取れるように過去30年で生産額，従業員は１/５，企

業数も１/３にまで減少している． 
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図２-２．全国の伝統的工芸品の生産額・企業数・従業員数の推移 

 

出典：（財）伝統的工芸品産業振興会調べ 

 

 つまり，行政や地域にとって伝統的工芸品産業はお金を稼ぐ魅力のある産業ではなくな

りつつある． 

 実態調査を行う前に，帝国データバンクからNTTのハローページに登録された約1,500社

の九州の伝統工芸に関係している可能性があると思われる企業リストアップしてもらい，

この中で，産地が指定されている産地と明らかに異なる企業や国の伝統的工芸品産業に指

定されていない品目については除外する作業を第１次リストアップ作業として行った． 

 その結果，福岡県全体で204社．その内訳は，①博多織では29社，②久留米絣45社，③小

石原焼33社，④上野焼24社，⑤八女福島仏壇では関係のありそうな企業を見出せなかった．

⑥博多人形38社，⑦八女提灯35社を調査対象としてリストアップした． 

 佐賀県では210社．その内訳は，⑧伊万里・有田焼189社，⑨唐津焼21社を調査対象とし

てリストアップした． 

 長崎県では190社．その内訳は，⑩三川内焼23社，⑪波佐見焼167社を調査対象としてリ

ストアップした． 

 熊本県では21社．その内訳は，⑫小代焼17社，⑬天草陶磁器4社，⑭肥後象がんと⑮山鹿

灯籠は関係のありそうな企業を見出せなかった． 

 大分県では58社．⑯別府竹細工58社を調査対象としてリストアップした． 

 宮崎県では⑰本場大島紬と⑱都城大弓が伝統的工芸品産業として指定されているが電話

帳のリストからは確認ができなかった． 

 鹿児島県では188社．その内訳は，⑲本場大島紬151社，⑳薩摩焼37社，㉑川辺仏壇は関

係のありそうな企業を見出せなかった．（①や②の数字は図２の九州の伝統的工芸品産業

の番号と同じ） 
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 これらリストアップした約850社の企業はあくまでも関係がありそうな企業のリストで

あり，伝統工芸品を製造していることが決定した企業ではない．このリストからわかるこ

とは佐賀県と長崎県は陶磁器産業が多く，企業数が九州全体の数の１/２となっている．そ

の他，電話帳からは存在が確認できない品目も６品目ほどあり企業規模が零細でNTTの電話

帳からのリストアップをできなかったし，すでに存在していない可能性も考えられた．こ

のように九州の伝統工芸は一部の品目を除いて存続の危機にあると言える． 

 

３節 地域産業のシンクタンクとしての要素 

 

 図３-1は伝統みらい研究センターの作業フローと進捗状況の主要な作業をフローにまと

めたものである． 

 

図３-1．シンクタンク的組織の作業フローと進捗状況 
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 まず，初年度の2017年度は「アンケート調査対象のリストアップ」，経済産業局と佐賀

県庁への事前ヒアリング」，その後「アンケート調査票の設計」の作業を行った．次年度

以降アンケート調査を実施していく予定としている．その後，アンケート調査で行った結

果等を踏まえて現地調査を実施していく．これによって九州の伝統的工芸品産業の抱える

問題を明らかにしていくことになる． 

 つぎに，問題解決の支援段階へと進むが，そのためには，調査によって得られたデータ

が産地の現状を把握するだけでなく，問題解決に結びつくためのデータである必要がある．

さらに，そのデータをもとに問題解決の支援の段階に入るが，解決のためのプロセスは可

能な限り客観性を持って進める必要が求められる．当センターの最終的な目標は地域産業

が抱える問題を把握し，活性化のための計画を作成するシンクタンク機能の構築である．

そのため，客観的なデータに基づく学術的なアプローチの必要性が求められている． 

3.1.中小企業は高度な支援を求めている現状 

  図３-２は2015年度及び2016年度で報告した「佐賀県における中小企業の現状と支援の

方向（柿右衛門様式陶芸研究センター論集11）」「地域産業における中小企業の業種別の

現状（柿右衛門様式陶芸研究センター論集12）」の図から抜粋したものである．図の軸は

アンケート調査結果を主成分分析し，その第１主成分（高度な支援）と第２主成分（不況

の影響）で企業の位置をプロットしている．また，この図の点の位置は佐賀県内の中小企

業約1,200社の意識のポジションを表している． 
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図３-２．佐賀県の中小企業における問題意識の変化 

 

 

 佐賀県の中小企業においては不況の影響による売上の減少に直面している姿が見ること

ができるが，2011年の調査と2013年の調査を比較すると2011年には不況の影響の中，従来

のやり方を継続して行こうとする姿が見られたが，３年後は行政から高度な支援を受けな

がら変わろうとする中小企業の姿勢の変化が企業を示すプロット群の位置が高度な支援の

方に移行していることから確認することができた． 

 この結果については，１つめは，従来から行われてきた様々な試みが企業のニーズに合

わなくなりつつあること．２つめは，経営や製品開発を高度化したいと考えているが自己

努力では難しい現状とその支援を望んでいるという実態が見えてきた．しかし同時に，高

度な支援を受けようとしても組合が単独で対応するのは難しく，対応できる組織がないと

いうのが現状である． 

3.2.伝統的工芸品産業にとっての支援の必要性 

 伝統的工芸品産業の場合，多くの企業は10名以下の従業員数で構成されており，いわゆ

る零細企業である．前述の通り，取り巻く環境は厳しく，この数十年で製造出荷額，企業

数，従業員数も１/３～１/５に減少しており，自治体の支援も受けられない企業も多い．
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伝統的工芸品産業が直面する課題（平成２３年２月，経済産業省製造産業局 伝統的工芸品

産業室）では以下のようにまとめている． 

 

（１） 需要の低迷 

① 少子高齢化による人口の減少 

② 国民のライフスタイルの変化 

③大量生産方式による安価な生活用品の普及 

④ 海外からの輸入品の増加等 

（２）量産化ができない 

① 基本は「手作り」： 手間と時間をかけた丁寧な仕上げ 

② 原材料，技術，技法へのこだわり： 多岐にわたる複雑な工程 

③ 企業活動の規模も小規模： １社あたりの平均従事者数は5.2人 

（３）人材，後継者の不足 

①産地の従事者数は，昭和50年代と比べて約3分の1に減少 

②従事者の高齢化 

 平成21年度：50歳以上の従事者の割合： 64％ （30歳未満：5.6％） 

③売上の不振等により，後継者を受け入れる側の体制が整わない等 

（４）生産基盤（原材料，生産用具など）の減衰・深刻化 

① 原材料は，主に自然素材であり，再生産には制約があること，原材料の減衰･

枯渇は深刻化． 

② 産業活動の縮小は，生産用具の使用機会の減少をもたらし，用具の材料の採取，

製作･修理などを担う人材が廃業を余儀なくされる事態． 

（５） 生活者のライフスタイル・価値観の変化と情報不足 

①利便性･機能性が重視される日常生活へと構造的な変化 

②冠婚葬祭，進物儀礼などの伝統的･慣習上の機会の漸次的減少． 

③消費者において，伝統的工芸品の「本物の良さ」や，日常生活における使用・

活用・メンテナンス方法等に関する情報･理解の不足． 

④特に若年層において，伝統的な文化や生活に対する体験や知識が不足． 

 

 これら多くの問題は，程度の差こそあれ他の多くの中小企業にも共通する問題である．

伝統的工芸品産業はその問題が他の業種より早く顕在化しているに過ぎない．それらの企

業に対して大学の研究機関との支援の方法論を構築することは多くの中業企業の支援にも

役立つと考えられる．しかし，その方法論は客観的なデータに基づいたものであると同時

に結果が検証可能なものでなくてはならない． 
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４節 これまでの研究成果にもとづく問題解決のための方向性の提案 

 

 これまでの中小企業や伝統的産業の研究成果を例にとって，問題に対処するためのアプ

ローチの方法，および伝統みらい研究センターが支援を目的として計画等の立案を行う場

合の解決手法について述べる． 

4.1.有田焼を例とした問題間の関係の確認 

 図４-１は「今抱えている問題は何か」と問うたアンケート調査から有田焼の抱える問題

の関係を図示したものである．各項目間の相関が0.4以上を有するものを線で結んでいる．

つまりこの線で結ばれている項目は統計的に有意である．論者の今までの研究から有田焼

などの成熟した産業であればあるほど問題間の関係は複雑に絡み合っていることを確認し

ている．このように相関係数を用いて図示することにより問題の全体像が把握できる．な

お，問題間の関係は業種により大きく異なる（地域産業の問題の構造，柿右衛門様式陶芸

研究センター論集，第10号参照）． 

 

図４-１．佐賀県有田地区の陶磁器産業の問題の構造 
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 この相関係数を用いて問題間の関係が表されることにより，例えばこの図は「製品の色

や形」は他との関係がないことからそれ独自で問題解決に当たることが可能であることを

示している． 

 一方，「ブランドつくり」の問題解決にはそれと関係がある「労働力の確保」，「生産

技術」，「材質」，「情報発信」，「企業のコンセプト作り」，「他者との差別化」，「セ

クション間の調整」，「経営者の経営センス」，「情報収集力」，「製品のアピール性」

についても考慮しながら同時に問題解決に当たる必要を示している． 

4.2.地域産業部門の長期目標達成の流れ 

 図４-２に長期目標達成のためのフローを載せているが，前述の相関係数を用いて問題間

の関係を視覚化するまでのプロセスは図７のAとBに該当する．次に，C～Iのプロセスにつ

いて説明していく．なお，以下の説明においては佐賀県の製造業に対して実施したアンケ

ート調査のデータ（2010年及び2015年に商工会が実施）を利用している． 

 

図４-２．伝統的工芸品産業支援のアプローチ手法について 
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 企業を評価する尺度は利益である．多くの企業は利益を上げるために活動を行うが，企

業が抱える最大の問題は利益が上がらないということである．今回，その利益と様々な問

題について，利益を目的変数（被説明変数），様々な問題を説明変数とする回帰モデルを

利用し，利益との関係を整理したのが図４-３である（図４-２のCのプロセス）． 

 企業にとっての資源は，一般的に「ヒト」，「モノ」，「カネ」と言われている．「ヒ

ト」，「モノ」，「カネ」を十分に保有している企業は，様々な問題解決に同時に取りか

かることができるが，全ての企業が「ヒト」，「モノ」，「カネ」を十分に保有している

わけではなく，多く企業は「限られたヒト・限られたモノ・限られたカネ」の資源を使っ

て問題解決に当たることになる．そこには優先順位をつけて重要度の高い問題を絞り込み，

優先的に問題解決に当たる必要があり，そのために企業の利益と関係する問題の優先順位

を重回帰分析によって導こうとする提案である．図４-３に重回帰分析の結果をあげている． 
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図４-３．製造業の問題と利益との関係（重回帰式） 
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図４-３の下部の分析結果のうち利益に関係する上位10を抜粋してまとめている．なお，各

問題の前の数字は標準偏回帰係数（各問題の重要性を表す指標），また，標準偏回帰係数

の前（－）の記号はこの項目が問題ではないほど利益が増すことを意味している． 

 このことから佐賀県の製造業では，利益に最も関係している要因を上位から並べると， 

（１）現状の新規販路拡大は必要ないと考えているほど 

（２）他者との差別化が重要と捉えているほど 

（３）労働力の確保が重要だと考えているほど 

（４）将来の製品開発能力に問題がないと考えているほど 

（５）製品の機能には自信があるほど 

（６）ブランド作りを重要と考えているほど 

（７）現在，企業イメージに問題がないと考えているほど 

（８）現在の既存販路拡大の問題が重要だとしているほど 

（９）今はリストラは必要ないと考えているほど 

（10）現在の営業力の問題が重要だと考えているほど 

と利益が上がっている．企業はこの中から自社の資源や実施する期間などからどこまでを

解決すべき問題かを決定すれば良いことになる． 
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図４-４．製造業の問題間の相関と利益との関係の視覚化 

 

 

 この結果が全て正しいとは言うつもりはないが，経営者が勘で決めるよりは良い．少な

くても利益との関係を整理できることは我々に多くの示唆を与えてくれることになると思

われる． 

 まず，図４-２のDに基づき，利益に関する重回帰分析によって得られた上 10項目（図４

-３）と問題間の関係を示した問題の関係の結果（図４-４）から，利益の説明変数となっ

ている項目と直接・間接的につながりのある項目を選び出す必要がある．例えば，説明変

数である「ブランドづくり」は「企業のコンセプトづくり」，「企業イメージの確立」，

「生産コスト」と直接の関係を持ち，「情報の発信」，「情報収集力」，「経営者の経営

センス」，「コスト競争からの脱皮」，「生産技術」と間接のつながりを持っている．同

様に「良質の労働力確保」は「設備の高度化」と直接のつながりをもち，「資本力」と間

接のつながりを持っている．これらの項目を利益と関係する項目として抽出した． 

 ところで，説明変数の中から順位の高い項目（利益に最も関係する項目）を選んだ．全

体では「新規販路の拡大」が１ で，「他社との差別化が２であり，この２つを解決すべき

優先順 の高い項目として選び，第１目標，第２目標とした（図４-５）． 
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図４-５．解決すべき問題の絞り込み 

 

 

 つぎに，抽出された各項目の中から共通のものや複数の問題にまたがっているものの中

から，「良質の労働力確保」，「生産技術を高める」，「生産コストを下げる」，「企業

イメージを高める」，「ブランドづくり」が抽出された問題を象徴する項目であるとして，

５項目を「問題を象徴するラベル（項目）」として選んだ．この関係をまとめたものが図

４-５であり，製造業の問題解決の第１の目標を「新規販路の拡大」，第２の目標を「他社

との差別化」とし，利益に関する問題の関係と問題の焦点（多くの問題に関係している項

目）よって得られた結果を図示してある．当然，利益が上がっている企業ではすでに行わ

れている営業力と既存販路の項目について，問題を抱えている企業があれば目標に加える

必要がある（図４-２のEのステップ）． 

 さらに，各々の問題を象徴する項目について考えられる対応策を項目ごとにリストアッ

プしていったのが図４-６である． 
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図４-６．問題解決のアイデアの評価と有力な候補の選択（戦略的なアプローチ） 

 

 

しかし，これは一般的に考えられることを挙げているに過ぎず，個々の企業で行われる場

合にはより具体的な項目となることが考えられ，項目によって対応策の数が増減すること

も考えられる．また，この対応策の段階ではブレーンストーミングやＫＪ法等の手法の利

用も考えられる（図４-２のFのステップ）． 

 ここでは， 

（１）「ブランドづくり」は社内にデザイン部門を設置し長期的なスパンで取り組む方法

と，外部デザイナーと契約し即戦力の形で取り組む方法の２つの選択肢が考えられ

る． 

（２）「生産コストを下げる」はリストラによって人件費の削減をはかる対策と，作業工

程や資材管理等の管理手法によって再チェックする事による削減の２つの選択肢が

考えられる． 

（３）「生産技術を高める」は最新設備を導入する対策と，人材教育の徹底によって生産

技術を高めるという２つの選択肢が考えられる． 

（４）「企業イメージを高める」はＰＲや広報によるイメージアップによって短期的に達

成可能と思われる方法と，時間は要するが製品のラインアップや個々の製品自体の

完成度アップによる製品戦略的なイメージアップの２つの選択肢が考えられる． 

（５）「労働力の確保」は人材を確保する部署として，販売・管理部門，製造部門，研究

開発部門の３つの選択肢を考えた． 
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（６）また，これらの対応策を行うのに必要な期間を「計画実現に必要な期間」として３

年（短期），５年（中期），10年（長期）の３つの選択肢が考えられ，これも加え

た． 

 これらの対応策の６項目の組み合わせは，全部で144（２×２×２×２×３×３）通りを

考えられるが，「ブランドづくり」の社内にデザイナーを確保することと，「生産技術を

高める」の最新設備の導入は一般的にコストがかかりすぎ中小・零細企業では現実的では

ない．このようなお互いが両立できないと考えられるものをチェック項目として仮定し，

それらの両立できない可能性を含む項目を除いたものを，検討すべき可能性として絞り込

むことができる．当然，これらの条件はここの企業において異なり，計画策定を支援する

企業が決定後に具体的な条件として設定できる（図４-２のGのステップ）． 

 つぎに，問題解決のための企業の方向性を決定するためには，さらに可能性を絞り込む

必要があり，そのため具体的な評価基準を設けることにより，候補を絞り込むことができ

る．図４－６には考えられる可能性の中から候補を絞り込むために「投資コスト」，「収

入予想」，「好ましくない状況の増大性」，「社員の信頼度」「将来の選択肢の多さ」の

５つを仮の基準例としてあげた．この評価項目は企業の指向性や戦略的な意図によって，

評価基準の項目，選んだ項目に対する評価の重要度等が異なってくると考えられる（図４

－２のHのステップ）． 

 例えば，投資コストとは，３年間に企業が問題解決に投資するコストの総額であり，収

入は３年間に企業が得ると思われる総額である．また，好ましくない状態の増大性とは，

その項目を選んだ為に基準となる項目と比較しどの程度問題が先送りされたかをあらわし

ている．社員の信頼は特にリストラ等によって社員が企業に抱く信頼が変化する度合いを

あらわしている．しかし，コストや収入に対しては具体的な項目ではなく，好ましくない

状態の増大性や社員の信頼性においても今回は仮定である．しかし，このような評価基準

を与えることによって多くの可能性が数個の有力な候補に絞り込んでいくことが可能であ

る．しかし，個々の企業の状況によって評価基準の項目や重要度は異なってくるが，この

ようなプロセスを踏むことによって実行可能性の高い選択肢を立案することが可能になっ

ていくと考えられる．今回の場合，最初に可能性として考えられた144通りの選択肢を最終

的には３～６くらいの候補に絞り込むことが可能となった（図４－２のIのステップ）．こ

れらはあくまでも仮想のミュレーションであるが，これらの作業では製造業の抱える問題

の関係と解決すべき問題の優先順位が明確になることで，どの問題を問題解決の具体的な

目標として取り上げるかという明確な裏づけとなる．さらに，目標と強いつながりのある

問題の抽出，目標を達成するために検討すべき項目（問題を象徴する項目）の抽出に利用

でき，対応策の検討，問題解決のための選択肢の検討，評価項目の作成，評価項目による

選択肢の評価作業に至る各段階の作業内容がオープンになる．このことによって得られた

結果の評価および選択作業の透明性が確保でき，一連の作業をシステマティックに展開す

るための基礎となるデータを提供できると考えられる． 
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５節 おわりに 

 

 わが国の地域政策は戦後一貫して産業基盤の整備を中心に，総合的であり一元的であり

画一的であった．しかし，日本社会が成熟期に入り製造業も21世紀を迎えた今，企業ニー

ズと行政が実施している施策との間にズレが生じてきている． 

 伝統的工芸品産業を含む地域産業は，それぞれの地域の技術や材料の集積から生まれ発

展してきた経緯から，多くの企業形態は中小・零細企業である．そのため地域の産業を構

成する各産業の大企業の割合は極めて低く，裏を返せば中小・零細企業が重要な構成要因

となっており，地元直結型の産業を形成している． 

 今後，伝統的工芸品産業が生き延びるためには製品開発や広報・販売が重要な要因であ

り，その支援を目的として伝統的工芸品産業が抱える問題を様々な観点から論述してきた

が，現在デザインをはじめとする各種の計画や手法は時間的な制約，組織的な制約を持ち

ながら問題が多次元にまたがるような事項についてより総合的で完全性を追求するあまり，

問題の焦点が曖昧になっている．さらに企業においても技術や市場（社会環境）の変化が

急激であるために，当面する問題の対応に負われる現実が存在している． 

 また，伝統的工芸品産業の抱える問題について調査がほとんど行われておらず，まして

横断的な調査はほとんど行われていない現状から，本研究を従来の研究や手法と比較する

と利益だけに限らず他の要因を目的変数として取り扱うことにより，目的に合わせ選択的

に問題を取り扱うことが可能になり，その結果，焦点を絞るか，またはより概括的に扱う

かという問題の範囲を検討できること．などが考えられ，先の「これまでの研究成果にも

とづく問題解決のための方向性の提案」の中で述べたように，作業を始めた段階で考えら

れた多くの選択肢が最終的には問題の優先順位に基づき有力な候補に絞り込む過程がシス

テマティックに展開でき，伝統的工芸品産業に限らず中小企業の経営戦略，製品開発の戦

略において有効ではないだろうかと思われる． 
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